




































































谷 本 　 安
岡山大学医学部・歯学部附属病院　呼吸器・アレルギー内科
Infection control in Japan
Yasushi Tanimoto
Department of Allergy and Respiratory Medicine, Okayama University Hospital

























































































































































根拠法令 感染症法　第12条 感染症法　第12条 定める政令






届出時期 診断後直ちに 診断後直ちに 診断後直ちに
届出先 最寄の保健所 最寄の保健所 最寄の保健所
新型インフルエンザ等感染症の届出基準・届出様式は未定
55
機管理の問題であることが明確化さ
れた（新型インフルエンザ対策行動
計画）4)．平成20年11月からはこの新
型インフルエンザ対策行動計画を見
直し，既存の各種ガイドラインを「新
型インフルエンザ対策ガイドライ
ン」として整理・体系化する作業が
行われている．
おわりに
　生活環境の改善，抗菌薬やワクチ
ンの開発など医学の進歩によって，
赤痢やコレラといった感染症は著し
く減少したものの，ここ30～40年間
でエボラ出血熱，エイズなど数十種
類の新たな感染症（新興感染症）が
出現し，平成８年には日本でも腸管
出血性大腸菌O157による全国的な
集団発生が起こった．そして今，新
型インフルエンザ対策が世界的な重
要課題となっている．海外旅行者の
増加や輸入生鮮魚介類の増加と相俟
って，これまで経験したことのない
感染症や近い将来制圧されると考え
られていた感染症が再び流行するな
ど，いわゆる新興・再興感染症に対
して，感染症法の果たす役割は大き
く，国際的な整合性に留意しつつ，
随時見直されることが求められる．
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トルコ
人の発症者12人
（うち死亡者４人）
エジプト
人の発症者52人
（うち死亡者23人）
ナイジェリア
人の発症者１人
（うち死亡者１人）
パキスタン
人の発症者３人
（うち死亡者１人）
ミャンマー
人の発症者１人
（うち死亡者０人）
タイ
人の発症者25人
（うち死亡者17人）
カンボジア
人の発症者８人
（うち死亡者７人）
インドネシア
人の発症者139人
（うち死亡者113人）
ベトナム
人の発症者107人
（うち死亡者52人）
ラオス
人の発症者２人
（うち死亡者２人）
中国
人の発症者34人
（うち死亡者22人）
日本
2004.1～2：山口，大分，京都(家きん)
2007.1～2：宮崎，岡山(家きん) 　　
2008.4～5：青森，秋田，北海道(野鳥)
ジブチ
人の発症者１人
（うち死亡者０人）
バングラデシュ
人の発症者１人
（うち死亡者０人）
イラク
人の発症者３人
（うち死亡者２人）
アゼルバイジャン
人の発症者８人
（うち死亡者５人）
注１)上図の他，人への感染事例として
　1997年香港(H5N1　18名感染，６人死亡）
　1999年香港(H9N2　２名感染，死亡なし)
　2003年香港(H5N1　２名感染，１人死亡)
　2003年オランダ(H7N7　89名感染，１人死亡)
　2004年カナダ(H7N3　２名感染，死亡なし)
　2007年英国(H7N2　４名感染，死亡なし)等がある．
注２)上図のうち，モンゴル，イタリア，ブルガリア，スロベニア，
ギリシャ，オーストリア，スロバキア，スイス，スウェーデン，
ボスニアヘルツェゴビナ，スペインは野鳥からの検出．
：家きん等におけるH5N1の発生国
：発生国のうち人での発症が認められた国
参考：WHOの確認している発症者数は
　　計397人(うち死亡249人)．
出典：WHO・OIEホームページ
2009年１月19日現在
(2009.1.20更新資料)
厚生労働省健康局結核感染症課
図１　鳥インフルエンザ（H5N1）発生国及び人での発症事例（2003年11月以降）
（WHO・各国政府の正式な公表に基づく）
